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要 旨 
国土地理院では平成 31 年度から 5 年間の国土地

理院研究開発基本計画を平成 31 年 4 月に策定した．

社会の動向やニーズ，前計画の課題等をもとに新計

画の骨子を基本方針としてまとめ，今後 5 年間の具

体的な研究開発事項を重点課題として定めた．また，

新計画では，新技術の活用による新たな価値の創出

への貢献，生産性の向上や働き方改革への貢献など

について計画に盛り込んだ．さらに，地域における

課題に対処するため，新たに地方レベルでも研究開

発に取り組むことを記した． 
 
1. はじめに 

国土地理院研究開発基本計画は，国土地理院が今

後実施すべき研究開発とその推進に必要な方策をま

とめ，基本測量に関する長期計画の推進に資するこ

とを目的とした 5 年間の計画である．前回の研究開

発基本計画（以下「前計画」という．）は平成 26 年

4 月に策定され，平成 30 年度末に計画期間が終了し

た．そのため，国土地理院では前計画の成果，課題

及び社会の動向や地域特有の課題に対応するべく取

組について検討を行い，平成 31 年 4 月に新たな国

土地理院研究開発基本計画（以下「新計画」という．）

を策定した（図-1）．新計画は国土地理院の Web サ

イトで公開されている（国土地理院，2019）．本稿で

は，新計画策定の背景や計画の概要等について紹介

する． 

 
 

 

2. 新計画策定の背景 
 新計画を策定するにあたり，社会の動向やニーズ及

び前計画の課題を把握，整理し，これらの結果をも

とに今後 5 年間の計画の骨子（研究開発の目標及び

進め方）を新計画の基本方針として検討した（図-2）． 
 
2.1 社会の動向やニーズ 

以下①～⑥の社会状況に着目し，それぞれの課題

やニーズを整理した． 

① 衛星測位技術の発展（電子基準点網などの測

位基盤の着実な運用を進めるとともに高度化

を図ることが必要） 

② 地理空間情報の 3 次元化の進展（i-Construction
における測量作業の自動化，効率化等を進め

るとともに，地理空間情報を活用するための

インターフェースの改善が必要） 
③ 激甚化しつつ多発する自然災害（防災，減災

への対策は急務） 

④ 情報通信技術（以下「ICT」という．）の急激

な進展（IoT，AI，ビッグデータ等を活用した

業務効率化の推進が必要） 

⑤ 少子高齢化と財政逼迫化（人材確保や人材育

成は大きな課題であり，研究開発に活路を見

出すことが不可欠） 

⑥ 激化する国際競争（ハードに加え，運用手法

や法制度などソフトも含めたパッケージとし

て海外展開を図ることが重要） 

 

 

 
2.2 前計画の研究開発課題 
 新計画の策定に当たっては，平成 29 年 10 月にま

とめられた前計画の中間評価の結果（国土地理院，
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図-1 研究開発基本計画の概要 

図-2 新計画の基本方針策定に至る流れ 



 

2017）及び研究評価委員会での指摘やその後の研究

開発の進展等を考慮し，以下 6 つの課題を新計画の

基本方針に反映した． 

 
2.2.1 全体にまたがる課題 

国土地理院の研究開発成果について，情報発信不

足であるとの指摘を研究評価委員会の場で受けたこ

とを踏まえ，より積極的な情報発信をするべき．ま

た，人材及び予算が限られる中，課題解決にはいろ

いろな人の協力が必要であり，その観点からオープ

ンデータを推進するべき．その他に，AI 等の最先端

の ICT への対応を適切に進めることや， i-

Construction の推進をはじめ新技術の導入，活用や海

外展開において人材育成に配慮すべき． 
 

2.2.2 測地分野の課題 
近年の衛星測位技術の発展を踏まえ，準天頂衛星

の測量分野への適用，鉛直方向の測量の効率化を意

図した航空重力測量による精密ジオイド構築につい

て，今後も研究開発を更に進めるとともに，我が国

の測位基盤である VLBI や電子基準点網の高度化を

推進すべき． 
 
2.2.3 地図分野の課題 
地理空間情報の 3 次元化に伴い，情報を効率的に

高精度化することが課題である．また，情報の鮮度

を向上させる観点から，AI を活用した地図更新の自

動化や地形測量の精度向上に関して，今後も研究開

発を更に進めるべき． 
 

2.2.4 防災分野の課題 
これまでは災害状況把握の高精度化につながる研

究開発を中心に推進してきたが，防災，減災の実現

には事前の「備え」と災害発生時の対応の適切化の

双方が必要である．そのため，災害リスク情報の把

握手法の検討や整備を行うとともに，災害状況把握

の迅速化，高精度化を推進すべき． 
 
2.2.5 基礎的研究についての課題 

研究開発は，地球物理学，地理学，土木工学等の

学術的な蓄積を基盤としており，引き続き基礎的研

究の実施により研究開発能力の底上げを推進すべき． 

 
2.2.6 地域の課題 
日本は地形，気候などが多様で自然災害の起こり

方なども地域によって異なる．そのため，技術政策

も全国で画一的に適用すれば十分というわけではな

く，地域特性を踏まえて当該地域に最適化する取組

や，地域特有の課題に対応するための取組が必要で

ある．国土地理院の地域課題への対応力を向上させ

るため，その技術を高める研究開発に取り組むべき． 
 

3. 新計画の基本方針 
2 章で述べた社会の動向やニーズ，各分野におけ

る研究開発課題を踏まえて，新計画の骨子（目標及

び進め方）を研究開発の基本方針として策定した．

以下 3.1 及び 3.2 に基本方針を紹介する． 
 
3.1 研究開発の目標 
研究開発の目標に，国レベルの取組として「高精

度測位環境の構築」「3 次元地理空間情報の構築」「防

災，減災の実現」「地球と国土の科学的な把握」の 4

つを定め，それぞれの研究開発における重点課題（4
章で紹介）を設定した．また，地域における課題に

対処するため，新たに地方レベルでも研究開発に取

り組むことを基本方針に含めた（図-3）． 
 

3.2 新計画の進め方 
新計画の目標を達成するためには，関係者との連

携，人材育成，海外展開，成果の発信や研究開発の

評価等の事項に留意して計画を進める必要がある．

また，社会の動向やニーズを考慮し，新技術（IoT，

AI，ビッグデータなど）の活用による新たな価値の

創出，生産性の向上や働き方改革への貢献について

も配慮する必要がある．研究評価委員会での指摘も

踏まえて，新計画の進め方について以下に示す． 

 

3.2.1 民間企業の技術力を活用した取組  

新技術の分野では UAV レーザ測量などに代表さ

れるように民間企業の技術力の向上が著しい．民間

企業の技術活用等により新たな技術を生成し，新た

なビジネスの創出や既存業務の効率化などに取り組

んでいく． 

  

3.2.2 人材の育成・強化  

新技術の導入，活用は，業務の効率化や新たな情

報の創出に貢献するが，そのような新技術を適切に

キャッチアップするためには，職員の技術力を高め

る人材育成を継続的に実施することが不可欠である．

特に若手職員には，学習や発表の機会を与え，その

能力を高めていくことが極めて重要であるため，こ

れらの取組を通して若手職員の研究開発能力を育成

していく． 

 

3.2.3 新たな価値の創出  

IoT，AI，ビッグデータなど，近年の ICT における

技術の進化は著しく，その活用は仕事の仕方にも大

きな影響を与える．i-Construction における測量を例

に取ると，従前はトータルステーション等により地

上の地形や地物を地図上の点や線として取得して

58 国土地理院時報 2021 No.134



 

 

 

いたが，UAV 等の新技術の適用により，空から面的

に一括して 3 次元でデータを取得することが可能と

なった．このように，新技術の活用は仕事の仕方を

大きく変えるだけでなく，新たな情報の創出等を通

じて新たなビジネスにもつながる． 

 

3.2.4 生産性革命の推進  

少子化が進み財政が逼迫化する我が国において，

持続可能な社会を実現するためには，研究開発に活

路を見出すことが不可欠である．研究開発に当たっ

ては，AI 等の最先端の ICT や UAV，準天頂衛星シ

ステムなどを活用して地理空間情報を取得すること

で業務の効率化に貢献する．このように新しい技術

を積極的に取り入れ，生産性を向上するとともに働

き方改革に貢献する． 

 

3.2.5 基準等の見直し  

公共測量に係る作業規程の準則やマニュアルは，

従来の技術を前提に基準が決められている．同じコ

ストでより多くの成果を得ることができるような省

力化技術を開発し，そのような新技術を精度評価し

た上で基準類に取り込むことが重要である．このこ

とから、従来技術と同じ精度を効率的に実現できる

こと等の検証を実施し，検証結果を踏まえ，新たに

生成された技術について準則等の改訂に反映し，業

務の効率化につなげる． 
 

3.2.6 海外展開  

政府の定めた「インフラシステム輸出戦略」（平成

30 年 6 月 7 日改訂）においては，世界の膨大なイン

フラ需要を積極的に取り込むことにより，我が国の

力強い経済成長につなげていくことが重要視されて

いる．ただ，海外展開に関する競争は熾烈化してき

ている．他国との競争に勝つためには，研究開発を

進め，確固とした技術的基盤を構築し，我が国の技

術が総合的に評価されるよう取り組むことが必要で

ある．そのため，ハード面の整備に限らず，運営に

係る制度構築や人材育成，新たに研究開発した成果

を発信し，我が国の技術への信頼を一層高めていく

ことが重要である．研究開発を進めるに当たっては，

国際的な研究開発動向を適切に把握するため，新し

い測量技術の導入等の観点からも，関係する国際会

議に参加し，情報収集の取組も強化する． 

  

3.2.7 成果の発信  

国のオープンデータ戦略を踏まえ，公表可能な成

果は対外的に提供を進めるとともに，研究開発成果

の発信も学会発表や論文公表だけでなく，研究の意

義が国民に広く伝わるよう研究内容を分かりやすく

発信する取組を強化する． 

  

3.2.8 研究開発の評価  

研究開発に関する評価については「国の研究開発

評価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月内閣総
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図-3 新計画における基本的課題及び重点課題と計画の進め方 



 

理大臣決定）の趣旨に基づき，研究開発課題に対す

る評価，研究開発機関評価，施策の評価等を外部有

識者により構成される研究評価委員会を設置して行

う．また，評価項目には，研究実績に限らず，経済，

社会への貢献等も含める（表-1）． 
 

表-1 研究評価項目 
研究実績 

産学官の連携活動 

研究開発の企画，管理や評価活動 

経済，社会への貢献 

標準化，基準化や施策等への寄与 

 

3.1 で示した新計画の目標に向かって具体的に研

究開発を推進させるため，研究開発の基本的な方向

性を「基本的課題」として，さらに重点的に取り組

むべき事項を「重点課題」として検討した（図-3）．

「重点課題」の概要について以下に示す． 
 
4.1 高精度測位環境の構築に向けた研究開発 

高精度測位ができる環境を維持するため，

GEONET について次世代化，効率化及び高密度化に

向けた研究開発を実施する．標高の仕組みの維持に

ついては，航空重力測量により精密重力ジオイドを

構築し，水準測量と GNSS 測量を併用する検討を進

める．また，測位基盤全体の精度向上のため，国内

の基準点体系の頂点にある VLBI について，高精度

化等を実施する．今後，高精度測位が大衆化及びリ

アルタイム化する時代の到来を見据え，地殻変動に

より時々刻々変化する位置情報を補正する仕組みが

求められている．測位により求められた計測時点（今

期）の位置情報を，基準日の位置（国家座標）に統

一して作成される地図等の地理空間情報へ正確に補

正する技術開発を実施する．更に，測量分野での活

用が期待される準天頂衛星システムによる測位補強

サービスについて，利用範囲や利用方法を検証する． 
 
4.2 3 次元地理空間情報の構築に向けた研究開発  

3 次元データ整備の効率化には，点群データの取

得に UAV レーザやグリーンレーザの新技術の活用

が必要である．また，従前の写真測量では原理的に

高さ精度が水平精度と同等になりえないため，高さ

精度の向上が必要である．これらを踏まえて，地形

測量の効率化に関する研究開発を引き続き実施する

とともに，写真測量の鉛直精度の向上に関する研究

開発を実施する．地図作成に必要な図化，編集など

の作業の迅速化が課題であるため，AI を用いた空中

写真，衛星画像を処理することによる地図更新の自

動化手法の開発を実施する．電子国土基本図の時間

精度を向上するため，衛星画像から変化部を効率的

に抽出する研究開発等を実施する．その他，現状の

地理院地図の利便性の改善のため，地図表現の変更

を可能とするベクトルタイルの開発等を実施する． 
  

4.3 防災・減災の実現に向けた研究開発  
災害に対するリスク評価を行うには，素因解明の

基礎情報となる地形分類情報を全国的に整備し，さ

らにその地形分類データの分解能を向上させる必要

がある．そのため，地形分類データの高分解能化や

整備の自動化等の研究を実施する．巨大地震や火山

活動に関わる地殻変動の迅速な把握のため，高精度

かつ時間分解能の高い GNSS 測位が実現できるよう

技術的検討を実施する．巨大地震に備えるにはプレ

ート間の固着状況に関わる監視能力の向上が必要で

あることから，プレート間の固着状態変化の高精度

な把握に向けた研究を実施する．今後打上げ予定の

先進レーダ衛星（ALOS-4）で観測幅が拡大し観測機

会が増加することを踏まえ，地震や火山活動等に伴

う地殻変動把握の迅速化等の取組を実施する．災害

復旧，復興には被害の全体像の迅速な把握が必要だ

が，現状は多くの人手が必要であるため，AI を活用

した災害状況自動判読システムの開発を実施する．  
 
4.4 地球と国土を科学的に把握するための研究  
地震，火山活動に影響を与えるプレート構造や運

動の解明に貢献するため，南海トラフ及びその周辺

の深部地下構造の推定やプレート間すべりの検出手

法の開発等に関する研究を実施する．また，常に動

く大地の姿を正確に把握し，必要とされる時空間的

な分解能で表現するため，地球形状とその変化の詳

細な把握に関する研究等を実施する．さらに，自然

災害のメカニズム解明と災害リスク評価の高度化に

関する研究や例えば画像の分類精度の確保等に関す

る研究を実施する． 

 
4.5 地方レベルでの取組 
国土地理院が整備，提供する地理空間情報は，防 

災，減災に対する地域の現場力強化や行政事務の効

率化，住民の防災意識の醸成等につながるものであ

る．この認識のもと，地方測量部等を通じて地方公

共団体，地方行政機関や教育関係者などとの連携を

推進する．その際，国土地理院本院及び地方測量部

等が取り組んだ研究開発の成果を地方公共団体や教

育現場等に提供し，地理空間情報の高度化につなげ

る． 

 

5. まとめ 
新計画は，平成 31 年度から令和 5 年度を計画期
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間として平成 31 年 4 月に策定された．特徴として，

社会の動向やニーズを踏まえ，新技術の活用による

新たな価値の創出，生産性の向上や働き方改革へ貢

献する取組等を盛り込んだ．また，地域における課

題に対処するため，新たに地方レベルでも研究開発

に取り組むことを目標に含めた．これにより，国土

地理院は，より良い成果を提供し，社会的便益を増

進することを目指す．今後，新計画の中間年に中間

評価，新計画の終了後に事後評価を行う予定である． 

 
（公開日：令和 3 年 10 月 11 日）
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